
面  積 約5.8ｈａ

地区計画の目標

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

土地利用
の方針

地区施設の
整備方針

建築物等の
整備方針

  地区計画の目標を踏まえ、良好な住宅地の形成及び周辺環境との調和を図るため、Ａ地区
に「垣又はさくの構造の制限」を定め、Ｂ地区に「建築物の高さの最高限度」、「建築物の
敷地面積の最低限度」及び「壁面の位置の制限」を定め、Ａ地区及びＢ地区に「壁面後退区
域における工作物等の設置の制限」を定め、Ａ地区、Ｂ地区及びＣ地区に「建築物等の用途
の制限」及び「建築物の形態又は意匠の制限」を定める。

  本地区は、西鉄天神大牟田線三沢駅の南東方約0.1㎞に位置する、面積約5.8ｈａの区域で
ある。
  本市「都市計画マスタープラン」では土地利用の方針として、市街化区域に隣接する市街
化圧力の高い農地等の中で、都市的土地利用へ転換する事が望ましい区域については、計画
的かつ自然環境との調和に留意しながら土地利用転換を検討するとされている。また、三沢
駅の周辺住宅地は、計画的な都市基盤整備を推進し、良好な住環境の形成を図る区域として
位置づけられている。
  本地区を含む三沢駅周辺地域は、戸建住宅を主体とした土地利用がなされている地域であ
り、本地区に隣接する周辺市街地においては、閑静な住宅地が形成されている。その中でも
本地区は、駅及び駅へのアクセス道路に近接する地区であり、交通至便な立地を活かしつ
つ、周辺の既成市街地における住環境と調和の取れたまちづくりを推進することが必要であ
る。三沢駅を拠点とした良好な住環境を整え、適切な土地利用を誘導するため本計画を策定
する。

  良好な居住地に適応した計画的な土地利用の実現を図るため本地区を次の３地区に区分
し、それぞれの土地利用方針を以下に示す。
１．Ａ地区
近隣の住宅地との調和の取れた低層・低密度の戸建住宅を主体とするものとし、用途の混在
又は敷地の細分化による居住環境の悪化防止を図る。
２．Ｂ地区
近隣商業地域である駅へのアクセス道路に接する立地条件を活かし、周辺の居住環境と調和
を保ちながら、一定程度の事務所・店舗等の業務機能の立地を許容する。近接するＡ地区の
居住環境を損なわない生活関連施設等の立地誘導を図る。
３．Ｃ地区
下水道及び狭隘道路の整備といった適切な都市基盤を構築することにより、良好な住環境の
形成を図る。

  Ａ地区における公園緑地は、居住者の生活に快適さ及びうるおいを持たせるため適切に配
置する。
 Ａ地区及びＢ地区においては、区画道路及び歩行者専用道路を一体的に配置する。

  Ｃ地区においては、道路への接続不良の解消を目的に新設する道路及び三沢駅の利用にお
ける利便性向上のため敷設する歩行者専用道路を地区施設として位置づけ、良好な生活基盤
の形成を図る。

地区の
区分

地区の名称 Ａ地区 Ｂ地区

久留米小郡都市計画 地区計画の変更(案）

都市計画 三沢駅南地区地区計画を次のように変更する。

名  称 三沢駅南地区地区計画

位  置 小郡市三沢の一部

Ｃ地区

地区の面積 約3.2ｈａ 約0.7ｈａ 約1.9ｈａ

地区施設の配置及び
規 模

名称 規模

道路

公園

①幅員 約6ｍ～約15ｍ  延長 約379ｍ  ②幅員 約4ｍ  延長 約43ｍ ③幅員 約4ｍ
延長 約124ｍ ④幅員 約5ｍ  延長 約148ｍ  ⑤幅員 約4ｍ  延長 約153ｍ

面積 約0.1ｈａ
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　地区に建築でき
る建築物は、次の
各号に掲げる建築
物とする。
１．住宅（長屋を
除く。）
２．前号の建築物
に付属するもの
（建築基準法施行
令（昭和25年政令

第338号。以下
「令」という。）
第130条の5で定め
るものを除く。）

　地区に建築できる建築物は、次の
各号に掲げる建築物とする。
１．住宅（長屋を除く。）
２．住宅（長屋を除く。）で事務
所、店舗その他これらに類する用途
を兼ねるもののうち令第130条の3で
定めるもの
３．地区公民館
４．老人ホーム、福祉ホームその他
これらに類するもの

５．診療所
６．巡査派出所、公衆電話所その他
これらに類するもので令第130条の4
で定める公益上必要な建築物
７．老人福祉センター、児童厚生施
設その他これらに類するものでその
用途に供する部分の床面積の合計が
600㎡以内のもの
８．店舗、飲食店その他これらに類
する用途に供するもののうち令第130
条の5の3で定めるものでその用途に
供する部分の床面積の合計が150㎡以
内のもの（3階以上の部分をその用途
に供するものを除く
９．自家販売のために食品製造業
（食品加工業を含む。）を営むパン
屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他こ
れらに類するもので作業場の床面積
の合計が50㎡以内のもの（原動機を
使用する場合にあっては、その出力
の合計が0.75kW以下のものに限
る。）
１０．前各号の建築物に付属するも
の（令第130条の5の5で定めるものを
除く。）

地

区

整

備

計

画

　
　
　
　
　

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

　地区に建築できる建築物は、
次の各号に掲げる建築物とする
１．住宅、共同住宅
２．住宅で事務所、店舗その他
これらに類する用途を兼ねるも
ののうち令第130条の3で定める
もの
３．老人ホーム、福祉ホームそ
の他これらに類するもの
４．診療所

５．巡査派出所、公衆電話所そ
の他これらに類するもので令第
130条の4で定める公益上必要な
建築物
６．老人福祉センター、児童厚
生施設その他これらに類するも
のでその用途に供する部分の床
面積の合計が600㎡以内のもの
７．店舗、飲食店その他これら
に類する用途に供するもののう
ち令第130条の5の2で定めるもの
でその用途に供する部分の床面
積の合計が150㎡以内のもの（3
階以上の部分をその用途に供す
るものを除く。
８．自家販売のために食品製造
業（食品加工業を含む。）を営
むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子
屋その他これらに類するもので
作業場の床面積の合計が50㎡以
内のもの（原動機を使用する場
合にあっては、その出力の合計
が0.75kW以下のものに限る。）
９．前各号の建築物に付属する
もの（令第130条の5の5で定める
ものを除く。）



壁面後退区
域における
工作物等の
設置の制限

－ 180㎡

－
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　地区に建築でき
る建築物は、次の
各号に掲げる建築
物とする。
１．住宅（長屋を
除く。）
２．前号の建築物
に付属するもの
（建築基準法施行
令（昭和25年政令

第338号。以下
「令」という。）
第130条の5で定め
るものを除く。）

　地区に建築できる建築物は、次の
各号に掲げる建築物とする。
１．住宅（長屋を除く。）
２．住宅（長屋を除く。）で事務
所、店舗その他これらに類する用途
を兼ねるもののうち令第130条の3で
定めるもの
３．地区公民館
４．老人ホーム、福祉ホームその他
これらに類するもの

５．診療所
６．巡査派出所、公衆電話所その他
これらに類するもので令第130条の4
で定める公益上必要な建築物
７．老人福祉センター、児童厚生施
設その他これらに類するものでその
用途に供する部分の床面積の合計が
600㎡以内のもの
８．店舗、飲食店その他これらに類
する用途に供するもののうち令第130
条の5の3で定めるものでその用途に
供する部分の床面積の合計が150㎡以
内のもの（3階以上の部分をその用途
に供するものを除く
９．自家販売のために食品製造業
（食品加工業を含む。）を営むパン
屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他こ
れらに類するもので作業場の床面積
の合計が50㎡以内のもの（原動機を
使用する場合にあっては、その出力
の合計が0.75kW以下のものに限
る。）
１０．前各号の建築物に付属するも
の（令第130条の5の5で定めるものを
除く。）

－

建築物の高さ
の 最 高 限 度

12ｍ

建築物の敷地
面積の最低限
度
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  建築物の外壁又はこれに代わる柱
の面から敷地境界線までの距離は、
1.0ｍ以上とする。ただし、この距離
の限度に満たない距離にある建築物
又は建築物の部分が次の各号のいず
れかに該当する場合は、この限りで
はない。
１．外壁又はこれに代わる柱の中心
線の長さの合計が3m以下のもの
２．物置その他これに類する用途
（自動車車庫を除く。）に供し、軒
の高さが2.3m以下で、かつ、床面積
の合計が5㎡以内のもの
３．別棟の自動車車庫で軒の高さ
2.3m以下のもの。

－

   建物玄関及び車両等の出入口部分に面する道路境界線
からの壁面の位置の制限が及ぶ区域には、門、門柱、門
扉、塀、さく、広告板及び広告塔は、設置してはならな
い。

－

建築物等の
形態又は意
匠 の 制 限

  建築物及び屋外広告物等の形態及び意匠は、以下の各号のとおり周辺環境と調和したもの
とする。
１．建築物の外壁及び屋根の色彩は、原色を避け、外壁の色彩は、彩度4.0以下とする。屋
根の色彩は、有彩色の場合彩度4.0以下、明度7.5以下とし、無彩色の場合は、明度4.0以下
とする。
２．屋外広告物は自己の用に供するもの以外は、掲出しないこと。また、屋上利用広告物及
び電光表示装置を用いて映像を映し出すものは、表示又は設置しないこと。なお、自己の用
に供するものは、次の各号に掲げるものとする。
（１）壁面表示面積の合計は、50㎡以下とする。
（２）壁面利用広告物は、表示する建築物の壁面の垂直投影面積の1/5以下かつ50㎡以下と
し、表示面積の1/3を超えて彩度6.0（青系は彩度4.0）を超える色彩を使用する場合は、1/5
以下かつ25㎡以下とする。
（３）地上に設置する広告物は、高さ10m以下（広告板については、高さ5m以下）とし、表

示面積は1面10㎡以下とする。ただし、表示面積の1/3を超えて、彩度6.0を超える色彩（青
系は彩度4.0）を使用する場合は、5㎡以下とする。
（４）地色については、周辺環境や建築物等と類似・調和するものとする。
（５）屋根のみの建築物（キャノピー等）において、表示面積が5㎡以内のものについて
は、上記（３）の限りでない。

壁面の位置
の 制 限
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　地区に建築できる建築物は、
次の各号に掲げる建築物とする
１．住宅、共同住宅
２．住宅で事務所、店舗その他
これらに類する用途を兼ねるも
ののうち令第130条の3で定める
もの
３．老人ホーム、福祉ホームそ
の他これらに類するもの
４．診療所

５．巡査派出所、公衆電話所そ
の他これらに類するもので令第
130条の4で定める公益上必要な
建築物
６．老人福祉センター、児童厚
生施設その他これらに類するも
のでその用途に供する部分の床
面積の合計が600㎡以内のもの
７．店舗、飲食店その他これら
に類する用途に供するもののう
ち令第130条の5の2で定めるもの
でその用途に供する部分の床面
積の合計が150㎡以内のもの（3
階以上の部分をその用途に供す
るものを除く。
８．自家販売のために食品製造
業（食品加工業を含む。）を営
むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子
屋その他これらに類するもので
作業場の床面積の合計が50㎡以
内のもの（原動機を使用する場
合にあっては、その出力の合計
が0.75kW以下のものに限る。）
９．前各号の建築物に付属する
もの（令第130条の5の5で定める
ものを除く。）



「地区計画及び地区整備計画の区域は計画図表示のとおり」

理由

別紙のとおり
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建築物等の
形態又は意
匠 の 制 限

建築物及び屋外広告物等の形態及び意匠は、以下の各号のとおり周辺環境と調和したもの
とする。
１　建築物の外壁及び屋根の色彩は、原色を避け、外壁の色彩は、彩度4.0以下とする。
　屋根の色彩は、有彩色の場合、彩度4.0以下、明度7.5以下とし、無彩色の場合明度4.0
　以下とする。
２　屋外広告物は自己の用に供するもの以外は、掲出しないこと。また、屋上利用広告
　物及び電光表示装置を用いて映像を映し出すものは、表示又は設置をしないこと。な
　お、自己の用に供するものは、次の各号に掲げるものとする。
（１）壁面表示面積の合計は、50㎡以下とする。
（２）壁面利用広告物は、表示する建築物の壁面の垂直投影面積の1/5以下かつ50㎡以下
　　とし、表示面積の1/3を超えて彩度6.0（青系は彩度4.0）を超える色彩を使用する場
　　合は、1/5以下かつ25㎡以下とする。
（３）地上に設置する広告物は、高さ10m以下（広告板については、高さ5m以下）とし、
　　表示面積は1面10㎡以下とする。ただし、表示面積の1/3を超えて彩度6.0を超える
　　色彩（青系は彩度4.0）を使用する場合は、5㎡以下とする。
（４）地色については、周辺環境や建築物等と類似・調和するものとする。
（５）屋根のみの建築物（キャノピー等）において、表示面積が5㎡以内のものについて
　　は、上記（３）の限りでない。

垣又はさく
の構造の制

限

  生け垣又は透視
可能なさくとす
る。ただし、フェ
ンス等の基礎で宅
地地盤面からの高
さが60㎝以下のも
の又は門柱にあっ
ては、この限りで
はない。

－ －



  本計画は、三沢駅を拠点とした、低層・低密度の住宅を主体とする良好な居
住環境の形成を図るとともに、都市基盤の適切な整備により、駅周辺地区とし
てのふさわしい土地利用を誘導することを目的とし、平成２７年１０月に決定
されている。
　今回、計画区域内のＡ地区の一部及びＢ地区が市街化区域へ編入されること
に伴い、同時に用途地域を指定する予定であり、この制限内容と重複する建ぺ
い率の最高限度、容積率の最高限度、高さの制限、敷地面積の最低限度及び壁
面の位置の制限について、変更を行うものである。
  また、駅周辺の利便性を生かしつつ、良好な居住環境の形成に寄与する土地
利用を促すため、建築物等の用途の制限について変更を行う。

変　更　理　由　書　


